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  (百万円未満四捨五入）

１．平成29年３月期の連結業績（平成28年４月１日～平成29年３月31日） 

（１）連結経営成績 （％表示は対前期増減率）
 

  売上高 営業利益 経常利益 
親会社株主に帰属する 

当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

29年３月期 12,485 13.1 961 13.0 970 16.0 686 27.9 

28年３月期 11,037 8.4 851 9.4 836 6.9 537 △18.6 
 
（注）包括利益 29年３月期 693 百万円 （39.8％）   28年３月期 496 百万円 （△24.0％） 
 

 
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

自己資本 
当期純利益率 

総資産 
経常利益率 

売上高 
営業利益率 

  円 銭 円 銭 ％ ％ ％ 

29年３月期 140.84 － 10.7 11.3 7.7 

28年３月期 110.10 － 9.0 10.2 7.7 
 
（参考）持分法投資損益 29年３月期 － 百万円   28年３月期 － 百万円 

 
（２）連結財政状態 

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

  百万円 百万円 ％ 円 銭 

29年３月期 8,806 6,654 75.6 1,365.37 

28年３月期 8,312 6,150 74.0 1,262.07 
 
（参考）自己資本 29年３月期 6,654 百万円   28年３月期 6,150 百万円 
 
（３）連結キャッシュ・フローの状況 

 
営業活動による 

キャッシュ・フロー 
投資活動による 

キャッシュ・フロー 
財務活動による 

キャッシュ・フロー 
現金及び現金同等物 

期末残高 

  百万円 百万円 百万円 百万円 

29年３月期 166 309 △190 3,594 

28年３月期 435 △249 △163 3,310 

 
２．配当の状況 

  
年間配当金 配当金総額 

(合計) 
配当性向 
（連結） 

純資産配当
率（連結） 第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 

  円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％ 
28年３月期 － 16.00 － 19.00 35.00 171 31.8 2.9 
29年３月期 － 20.00 － 20.00 40.00 195 28.4 3.0 
30年３月期（予想） － 22.50 － 22.50 45.00   32.3   
 
３．平成30年３月期の連結業績予想（平成29年４月１日～平成30年３月31日） 

  （％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）
 

  売上高 営業利益 経常利益 
親会社株主に帰属 
する当期純利益 

１株当たり 
当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 

第２四半期（累計） 6,700 8.1 400 △11.8 403 △12.1 278 △8.6 57.05 

通期 14,500 16.1 980 1.9 984 1.5 678 △1.2 139.13 

 



※  注記事項 

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）： 無    
 
（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更： 有    
 

②  ①以外の会計方針の変更              ： 無    
 

③  会計上の見積りの変更                ： 無    
 

④  修正再表示                          ： 無    

（注）詳細は、添付資料12ページ「３．連結財務諸表及び主な注記 （５）連結財務諸表に関する注記事項 （会計

方針の変更）」をご覧ください。 
 
（３）発行済株式数（普通株式） 

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 29年３月期 6,206,496 株 28年３月期 6,206,496 株 

②  期末自己株式数 29年３月期 1,333,294 株 28年３月期 1,333,264 株 

③  期中平均株式数 29年３月期 4,873,221 株 28年３月期 4,873,233 株 

 
 

（参考）個別業績の概要 

１．平成29年３月期の個別業績（平成28年４月１日～平成29年３月31日） 

（１）個別経営成績 （％表示は対前期増減率） 
 
  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

29年３月期 11,621 13.0 905 13.4 912 16.4 649 29.0 

28年３月期 10,285 7.8 798 8.2 784 5.5 503 △20.9 

 

 
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

  円 銭 円 銭 

29年３月期 133.20 － 

28年３月期 103.28 － 

 
（２）個別財政状態 

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

  百万円 百万円 ％ 円 銭 

29年３月期 8,189 6,163 75.3 1,264.69 

28年３月期 7,737 5,703 73.7 1,170.28 
 
（参考）自己資本 29年３月期 6,163 百万円   28年３月期 5,703 百万円 
 
※  決算短信は監査の対象外です。 
 
※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

（将来に関する記述等についてのご注意） 

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断

する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等は

様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注

記事項等については、添付資料３ページ 「１.経営成績等の概況 （４）今後の見通し」をご覧ください。 

 

（決算補足説明資料の入手方法） 

決算補足説明資料はＴＤｎｅｔで同日開示しています。 

また、当社は、同日にアナリスト向け説明会を開催する予定です。この説明会の動画については、開催後速やかに当

社ウェブサイトに掲載する予定です。 
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１．経営成績等の概況

(1）当期の経営成績の概況

 当連結会計年度におけるわが国経済は、鉱工業生産の持ち直しが見られ、雇用・所得環境の改善が続くなかで緩

やかな回復基調で推移いたしました。 

 情報サービス産業におきましては、日本銀行の全国企業短期経済観測調査（平成29年４月発表）によりますと、

企業のソフトウエア投資計画は、非製造業を中心に継続して拡大しております。また、ＩｏＴ、クラウド、ビッグ

データなどの技術革新の進展により、企業の将来を見据えた戦略的ＩＴ投資の重要性が高まるなか、開発要員不足

の状況が継続いたしました。 

 このような経営環境の下、当社グループは、当事業年度を初年度として策定した「中長期経営計画 Ｃ4 2022」

に則り、重点顧客を中心に既存領域の深耕及び隣接領域への展開に向けた積極的な提案営業を行い、継続的な取引

拡大に注力するとともに、新規事業の創出に取り組みました。また、開発要員の確保のため、即戦力となるキャリ

ア技術者の積極採用及びパートナー企業との更なる連携強化に努めました。 

 その結果、当連結会計年度の売上高は12,485百万円（前期比13.1％増）、営業利益は961百万円（同13.0％増）、

経常利益は970百万円（同16.0％増）、親会社株主に帰属する当期純利益は686百万円（同27.9％増）となりまし

た。 

 当連結会計年度のサービス分野別売上高は、次のとおりであります。 

 システムの企画／設計・開発フェーズで提供するシステム・ソリューションサービスは、エンドユーザーのクレ

ジット業界向け案件及びその他業界向けのシステム基盤案件が拡大したことなどにより、7,609百万円（前期比

16.8％増）となりました。また、システムの稼働後に提供するシステム・メンテナンスサービスは、証券及び銀行

業界向け案件を継続的に受注したことなどにより、4,876百万円（同7.8％増）となりました。 

 当連結会計年度の業種別売上高は、次のとおりであります。 

 銀行業界向けは1,548百万円（前期比11.0％増）、証券業界向けは831百万円（同22.1％増）、保険業界向けは

5,471百万円（同2.3％増）、クレジット業界向けは1,726百万円（同31.4％増）、公共向けは1,057百万円（同

11.2％増）、流通業界向けは490百万円（同31.5％増）、その他業界向けは1,362百万円（同39.7％増）となりまし

た。 

 また、１株当たりの配当金につきましては、20円の中間配当を実施いたしました。また、期末配当につきまして

は、普通配当20円の配当案を第41期定時株主総会に付議することといたしました。この結果、当期の年間配当金は

１株につき40円となり、５円の増配となります。 

 

(2）当期の財政状態の概況

 当連結会計年度末の資産につきましては、8,806百万円となり、前連結会計年度末（8,312百万円）と比較して493

百万円増加いたしました。これは主に、有形・無形固定資産が減価償却などにより23百万円、繰延税金資産が26百

万円、それぞれ減少するなど固定資産合計が46百万円減少した一方、一括契約案件の検収時期が３月に集中し、売

掛金が544百万円増加するなど流動資産合計が539百万円増加したことによるものです。 

 負債につきましては、2,152百万円となり、前連結会計年度末（2,162百万円）と比較して10百万円減少いたしま

した。これは主に、パートナー企業との連携強化により買掛金が43百万円、増益に伴い未払法人税等が18百万円、

それぞれ増加するなど流動負債合計が80百万円増加した一方、固定負債のその他として表示している確定拠出年金

制度への移換金が114百万円減少するなど固定負債合計が90百万円減少したことによるものです。 

 純資産につきましては、6,654百万円となり、前連結会計年度末（6,150百万円）と比較して503百万円増加いたし

ました。これは主に、当期純利益の計上などにより利益剰余金が496百万円増加したことによるものです。 
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(3）当期のキャッシュ・フローの概況

 当連結会計年度末における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、3,594百万円と前連結会

計年度末（3,310百万円）より284百万円増加しております。 

 当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 
 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動によるキャッシュ・フローは、166百万円（前連結会計年度435百万円）となりました。これは、税金

等調整前当期純利益985百万円などによる資金増加から、一括契約案件の検収時期が３月に集中したことによる売

上債権の増加の影響額△544百万円、法人税等の支払額△263百万円などによる資金減少があった結果でありま

す。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、309百万円（前連結会計年度△249百万円）となりました。これは、定

期預金の払い戻しによる収入3,400百万円、定期預金の預け入れによる支出△3,100百万円などによる資金増加が

あった結果であります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、△190百万円（前連結会計年度△163百万円）となりました。これは、

配当金の支払△190百万円などによる資金減少があった結果であります。 

 

(4）今後の見通し

 当社グループは、５年・10年先の継続的な成長を見据えて、平成35年３月期を最終年度とする中長期経営計画を

策定し、その実現に向けて取り組んでおります。平成30年３月期は、「成長への土台作り」と位置付けた当計画の

第１ステップ最終年度となり、次の重点施策に注力してまいります。 

① 事業拡大 

ａ．重点顧客を軸とした事業ポートフォリオ改革と拡大 

ｂ．新規事業・海外事業の創出 

 

② 生産革新 

ａ．生産性の向上 

ｂ．人材の確保と育成 

 
③ 社内改革 

ａ．グループ経営強化のためのインフラ再構築 

ｂ．多様な人材の採用、女性の活躍促進、ワーク・ライフ・バランスの推進 

 

 次期の連結業績の通期見通しは、次のとおりであります。 

 

  金額（百万円） 対前年同期増減率（％）

売上高 14,500 16.1 

営業利益 980 1.9 

経常利益 984 1.5 

親会社株主に帰属する当期純利益 678 △1.2 

 

 また、次期の年間配当金は、当期から５円増配し１株につき45円といたします。その内訳は、普通配当として１

株につき中間配当金22円50銭、期末配当金22円50銭を計画しております。 

 

２．会計基準の選択に関する基本的な考え方

 当社グループの業務は現在日本国内に限定されており、当面は日本基準を採用することとしておりますが、今後の外

国人株主比率の推移及び国内他社のＩＦＲＳ（国際財務報告基準）適用動向を踏まえつつ、ＩＦＲＳ適用の検討をすす

めていく方針であります。 
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３．連結財務諸表及び主な注記

（１）連結貸借対照表

    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成29年３月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 4,260 4,244 

売掛金 1,514 2,058 

電子記録債権 1 1 

仕掛品 39 73 

貯蔵品 2 2 

繰延税金資産 268 258 

その他 58 46 

流動資産合計 6,141 6,681 

固定資産    

有形固定資産    

建物 168 171 

減価償却累計額 △57 △74 

建物（純額） 110 97 

工具、器具及び備品 71 78 

減価償却累計額 △43 △53 

工具、器具及び備品（純額） 28 25 

有形固定資産合計 138 122 

無形固定資産 24 16 

投資その他の資産    

繰延税金資産 156 129 

保険積立金 609 609 

長期預金 1,100 1,100 

その他 146 150 

貸倒引当金 △2 △2 

投資その他の資産合計 2,009 1,986 

固定資産合計 2,171 2,125 

資産合計 8,312 8,806 

負債の部    

流動負債    

買掛金 432 475 

未払法人税等 155 174 

賞与引当金 570 560 

役員賞与引当金 17 21 

その他 531 555 

流動負債合計 1,706 1,785 

固定負債    

退職給付に係る負債 266 294 

その他 190 72 

固定負債合計 456 367 

負債合計 2,162 2,152 
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    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成29年３月31日) 

純資産の部    

株主資本    

資本金 689 689 

資本剰余金 666 666 

利益剰余金 5,688 6,184 

自己株式 △883 △883 

株主資本合計 6,160 6,656 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 6 7 

退職給付に係る調整累計額 △16 △10 

その他の包括利益累計額合計 △9 △2 

純資産合計 6,150 6,654 

負債純資産合計 8,312 8,806 
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

（連結損益計算書）

    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(自 平成27年４月１日 
 至 平成28年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成29年３月31日) 

売上高 11,037 12,485 

売上原価 8,986 10,130 

売上総利益 2,051 2,355 

販売費及び一般管理費 ※１,※２ 1,201 ※１,※２ 1,394 

営業利益 851 961 

営業外収益    

受取利息 2 1 

保険配当金 4 4 

保険返戻金 5 0 

保険事務手数料 1 1 

受取保険金 - 2 

その他 1 1 

営業外収益合計 13 9 

営業外費用    

固定資産除却損 27 - 

保険解約損 1 0 

その他 0 0 

営業外費用合計 28 0 

経常利益 836 970 

特別利益    

投資有価証券売却益 - 15 

特別利益合計 - 15 

税金等調整前当期純利益 836 985 

法人税、住民税及び事業税 256 266 

法人税等調整額 44 33 

法人税等合計 300 299 

当期純利益 537 686 

親会社株主に帰属する当期純利益 537 686 
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（連結包括利益計算書）

    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(自 平成27年４月１日 
 至 平成28年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成29年３月31日) 

当期純利益 537 686 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 △1 1 

退職給付に係る調整額 △40 6 

その他の包括利益合計 ※ △40 ※ 7 

包括利益 496 693 

（内訳）    

親会社株主に係る包括利益 496 693 

非支配株主に係る包括利益 - - 
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（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日）

        (単位：百万円) 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 689 666 5,315 △883 5,787 

当期変動額           

剰余金の配当     △163   △163 

親会社株主に帰属する当期
純利益     537   537 

自己株式の取得       △0 △0 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）           

当期変動額合計 - - 373 △0 373 

当期末残高 689 666 5,688 △883 6,160 

 

         

  その他の包括利益累計額 

純資産合計 
  

その他有価証券評価
差額金 

退職給付に係る調整
累計額 

その他の包括利益累
計額合計 

当期首残高 7 24 31 5,817 

当期変動額         

剰余金の配当       △163 

親会社株主に帰属する当期
純利益       537 

自己株式の取得       △0 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額） △1 △40 △40 △40 

当期変動額合計 △1 △40 △40 333 

当期末残高 6 △16 △9 6,150 
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当連結会計年度（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日）

        (単位：百万円) 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 689 666 5,688 △883 6,160 

当期変動額           

剰余金の配当     △190   △190 

親会社株主に帰属する当期
純利益     686   686 

自己株式の取得       △0 △0 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）           

当期変動額合計 - - 496 △0 496 

当期末残高 689 666 6,184 △883 6,656 

 

         

  その他の包括利益累計額 

純資産合計 
  

その他有価証券評価
差額金 

退職給付に係る調整
累計額 

その他の包括利益累
計額合計 

当期首残高 6 △16 △9 6,150 

当期変動額         

剰余金の配当       △190 

親会社株主に帰属する当期
純利益       686 

自己株式の取得       △0 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額） 

1 6 7 7 

当期変動額合計 1 6 7 503 

当期末残高 7 △10 △2 6,654 
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(自 平成27年４月１日 
 至 平成28年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成29年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純利益 836 985 

減価償却費 27 37 

賞与引当金の増減額（△は減少） 31 △10 

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 1 4 

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △24 37 

長期未払金の増減額（△は減少） △131 △118 

固定資産除却損 27 - 

売上債権の増減額（△は増加） △83 △544 

前受金の増減額（△は減少） 0 - 

たな卸資産の増減額（△は増加） △1 △33 

仕入債務の増減額（△は減少） 71 43 

未払消費税等の増減額（△は減少） △112 19 

受取利息及び受取配当金 △2 △1 

投資有価証券売却損益（△は益） - △15 

その他 △0 23 

小計 641 427 

利息及び配当金の受取額 3 2 

法人税等の支払額 △209 △263 

営業活動によるキャッシュ・フロー 435 166 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

敷金及び保証金の差入による支出 △61 △4 

保険積立金の積立による支出 △318 △1 

保険積立金の払戻による収入 5 23 

保険積立金の解約による収入 324 - 

長期前払費用の取得による支出 - △2 

有形及び無形固定資産の取得による支出 △99 △24 

投資有価証券の取得による支出 △0 △0 

投資有価証券の売却による収入 - 16 

定期預金の預入による支出 △1,500 △3,100 

定期預金の払戻による収入 1,400 3,400 

その他 - 0 

投資活動によるキャッシュ・フロー △249 309 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

配当金の支払額 △163 △190 

自己株式の取得による支出 △0 △0 

財務活動によるキャッシュ・フロー △163 △190 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 23 284 

現金及び現金同等物の期首残高 3,288 3,310 

現金及び現金同等物の期末残高 ※ 3,310 ※ 3,594 
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

 該当事項はありません。

 

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

連結子会社の数  １社

連結子会社の名称 株式会社エスビーエス

 

２．持分法の適用に関する事項

該当ありません。

 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

 

４．会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券

その他有価証券

(イ) 時価のあるもの

 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は総平均法

により算定）を採用しております。

(ロ) 時価のないもの

 総平均法による原価法を採用しております。

ロ．たな卸資産

(イ) 仕掛品

 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用し

ております。

(ロ) 貯蔵品

 最終仕入原価法を採用しております。

 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産

定率法を採用しております。ただし、平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物について

は、定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は、以下のとおりであります。

建物          ３～18年

工具、器具及び備品   ５～15年

ロ．無形固定資産

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（最長５年）に基づく定額法を採用

しております。

 

(3）重要な引当金の計上基準

イ．貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収の可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

ロ．賞与引当金

従業員に対する賞与の支給に充てるため、支給見込額の当連結会計年度対応分を計上しております。

ハ．役員賞与引当金

役員賞与の支出に備えて、当連結会計年度における支給見込額に基づき計上しております。
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(4) 退職給付に係る会計処理の方法

イ．退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法について

は、給付算定式基準によっております。 

ロ．数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

過去勤務費用については、発生した連結会計年度において一括費用処理しております。 

数理計算上の差異については、翌連結会計年度において一括費用処理することとしております。 

 

(5) 重要な収益及び費用の計上基準

受注制作のソフトウエア開発に係る収益及び費用の計上基準

イ．当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる契約については進行基準（進捗率の見

積りは原価比例法）を採用しております。

ロ．その他の契約については完成基準を採用しております。

 

(6) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

 連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な預

金のほか、取得日から３ヶ月以内に満期日の到来する定期預金からなっております。

 

(7）その他連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっており、控除対象外消費税及び地方消費税は、当連結会

計年度の費用として処理しております。

 

（会計方針の変更）

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用） 

 法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対応報

告第32号 平成28年６月17日）を当連結会計年度に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築

物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

この結果、当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益はそれぞれ０百万円増加しておりま

す。

 

（未適用の会計基準等）

 該当事項はありません。

 

（連結損益計算書関係）

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
 前連結会計年度 

（自 平成27年４月１日 
  至 平成28年３月31日） 

 当連結会計年度 
（自 平成28年４月１日 

  至 平成29年３月31日） 

従業員給与手当 354百万円 381百万円 

役員賞与引当金繰入額 17 21 

賞与引当金繰入額 54 57 

退職給付費用 18 19 

 

※２ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費

 
 前連結会計年度 

（自 平成27年４月１日 
  至 平成28年３月31日） 

 当連結会計年度 
（自 平成28年４月１日 

  至 平成29年３月31日） 

研究開発費 34百万円 66百万円 
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（連結包括利益計算書関係）

※ その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

 
前連結会計年度

（自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日）

その他有価証券評価差額金：    

当期発生額 △1百万円 1百万円

組替調整額 - -

税効果調整前 △1 1

税効果額 0 △0

その他有価証券評価差額金 △1 1

退職給付に係る調整額：    

当期発生額 △23 △14

組替調整額 △36 23

税効果調整前 △58 9

税効果額 19 △3

退職給付に係る調整額 △40 6

その他の包括利益合計 △40 7

 

（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度
期首株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式        

普通株式 6,206,496 － － 6,206,496

合計 6,206,496 － － 6,206,496

自己株式        

普通株式（注） 1,333,224 40 － 1,333,264

合計 1,333,224 40 － 1,333,264

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加40株は、単元未満株式の買取りによるものであります。

 

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成27年６月19日 

定時株主総会
普通株式 85 17.5 平成27年３月31日 平成27年６月22日

平成27年11月５日 

取締役会
普通株式 78 16.0 平成27年９月30日 平成27年12月７日

（注）平成27年６月19日定時株主総会決議による１株当たり配当額17.5円には、東京証券取引所市場第一部銘柄指定記念

配当金５円を含んでおります。

 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成28年６月17日 

定時株主総会
普通株式 93 利益剰余金 19.0 平成28年３月31日 平成28年６月20日
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当連結会計年度（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度
期首株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式        

普通株式 6,206,496 － － 6,206,496

合計 6,206,496 － － 6,206,496

自己株式        

普通株式（注） 1,333,264 30 － 1,333,294

合計 1,333,264 30 － 1,333,294

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加30株は、単元未満株式の買取りによるものであります。

 

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成28年６月17日 

定時株主総会
普通株式 93 19.0 平成28年３月31日 平成28年６月20日

平成28年11月２日 

取締役会
普通株式 97 20.0 平成28年９月30日 平成28年12月６日

 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成29年６月16日 

定時株主総会
普通株式 97 利益剰余金 20.0 平成29年３月31日 平成29年６月19日

 

 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前連結会計年度

（自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日）

現金及び預金勘定 4,260百万円 4,244百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △950 △650

現金及び現金同等物 3,310 3,594
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（セグメント情報等）

ａ．セグメント情報

前連結会計年度（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日）及び当連結会計年度（自 平成28年４月１日 

至 平成29年３月31日）

当社グループは、バリュー・ソリューションサービス事業の単一セグメントであるため、記載を省略しておりま

す。

ｂ．関連情報

前連結会計年度（自 平成27年４月１日  至 平成28年３月31日） 

１．製品及びサービスごとの情報

（単位：百万円）
 

  システム・ソリューションサービス システム・メンテナンスサービス 合計

外部顧客への売上高 6,513 4,524 11,037

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

(2）有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載

を省略しております。

３．主要な顧客ごとの情報 

（単位：百万円）

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

株式会社野村総合研究所 5,425 バリュー・ソリューションサービス事業

 

当連結会計年度（自 平成28年４月１日  至 平成29年３月31日） 

１．製品及びサービスごとの情報

（単位：百万円）
 

  システム・ソリューションサービス システム・メンテナンスサービス 合計

外部顧客への売上高 7,609 4,876 12,485

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

(2）有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載

を省略しております。

３．主要な顧客ごとの情報 

（単位：百万円）

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

株式会社野村総合研究所 5,608 バリュー・ソリューションサービス事業
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ｃ．報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報 

前連結会計年度（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日）及び当連結会計年度（自 平成28年４月１日 

至 平成29年３月31日）

該当事項はありません。

ｄ．報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報

前連結会計年度（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日）及び当連結会計年度（自 平成28年４月１日 

至 平成29年３月31日）

該当事項はありません。

ｅ．報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報

前連結会計年度（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日）及び当連結会計年度（自 平成28年４月１日 

至 平成29年３月31日）

該当事項はありません。

（１株当たり情報）

 
 
 

前連結会計年度
（自  平成27年４月１日
至  平成28年３月31日）

当連結会計年度
（自  平成28年４月１日
至  平成29年３月31日）

１株当たり純資産額 1,262.07円 1,365.37円

１株当たり当期純利益金額 110.10円 140.84円

 （注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

    ２．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

親会社株主に帰属する当期純利益金額

（百万円）
537 686

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する当

期純利益金額（百万円）
537 686

期中平均株式数（株） 4,873,233 4,873,221

 

（重要な後発事象）

 該当事項はありません。
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４．その他

（受注及び販売の状況） 

当社グループの事業は、バリュー・ソリューションサービス事業単一でありますが、サービス分野別の受注及び

販売の状況を示すと、次のとおりであります。

 

① 受注実績 

a．受注高

（単位：百万円） 

サービス分野別

前連結会計年度
（自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日）

対前年同期
増減率
（％）

金額 構成比（％） 金額 構成比（％）

システム・ソリューションサービス 6,832 59.7 7,898 62.1 15.6

システム・メンテナンスサービス 4,612 40.3 4,815 37.9 4.4

合計 11,443 100.0 12,713 100.0 11.1

（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．受注高は「受注・売上管理規則」に基づき個別契約の締結、注文書もしくはこれらに準じる文書を受領した

ときをもって計上しております。

b．受注残高

（単位：百万円） 

サービス分野別

前連結会計年度
（平成28年３月31日）

当連結会計年度
（平成29年３月31日）

対前年同期
増減率
（％）金額 構成比（％） 金額 構成比（％）

システム・ソリューションサービス 1,243 58.1 1,531 64.7 23.2

システム・メンテナンスサービス 898 41.9 837 35.3 △6.8

合計 2,141 100.0 2,368 100.0 10.6

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

② 販売実績

（単位：百万円） 

サービス分野別

前連結会計年度
（自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日）

対前年同期
増減率
（％）

金額 構成比（％） 金額 構成比（％）

システム・ソリューションサービス 6,513 59.0 7,609 60.9 16.8

システム・メンテナンスサービス 4,524 41.0 4,876 39.1 7.8

合計 11,037 100.0 12,485 100.0 13.1

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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なお、業種別販売実績は次のとおりであります。 

（単位：百万円） 

業種別

前連結会計年度
（自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日）

対前年同期
増減率
（％）

金額 構成比（％） 金額 構成比（％）

金融

銀行 1,394 12.6 1,548 12.4 11.0

証券 681 6.2 831 6.7 22.1

保険 5,351 48.5 5,471 43.8 2.3

クレジット 1,314 11.9 1,726 13.8 31.4 

金融小計 8,739 79.2 9,576 76.7 9.6

非金融

公共 951 8.6 1,057 8.5 11.2

流通 373 3.4 490 3.9 31.5

その他 975 8.8 1,362 10.9 39.7

非金融小計 2,298 20.8 2,909 23.3 26.6

合計 11,037 100.0 12,485 100.0 13.1

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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